
１ ＡがＣの請求を拒むことができるか否かを判断するために、まず、Ｃの請

求について検討する。 

２⑴ Ｃの請求は所有権（民法（以下、略）２０６条）に基づく返還請求権と

しての土地引渡請求権を根拠としていると考えられる。その要件は自己所

有及び相手占有であり、後者が認められることは明らかである。 

 ⑵ 他方、自己所有につき、ＣはＢと契約➁を締結しているのでＢから甲土

地の所有権を取得しているとも思える（５５５条、１７６条）。もっと

も、Ｂは契約①の売買契約書を偽造しているため、契約➁はＡの所有権と

いう「他人の権利を売買の目的とした」他人物売買であり（５６１条）、

Ａの追認がない以上、ＣはＢから甲土地の所有権を取得することはできな

い。 

 ⑶ そこで、９４条２項によりＣがＡから甲土地の所有権を取得したといえ

ないか。 

  ア まず、Ｂは契約①の売買契約書を偽造しているためＡとＢは「通じ

て」（９４条１項）おらず、「前項の規定による意思表示の無効」が存在

しないことから９４条２項を直接適用することはできない。 

  イ（ア） もっとも、９４条２項の趣旨は、帰責性のある本人の犠牲の

下、虚偽の外観を真実と信じた第三者を保護する権利外観法理に

ある。そこで、①虚偽の外観、②本人の帰責性、③外観への信頼

が認められれば、同条同項を類推適用できると考える。①につ

き、本人に虚偽の外観に対する認識がない場合であっても、本人

が積極的に虚偽の外観を作出した場合やこれを知りながらあえて

放置した場合と同視し得るほど重い帰責性があれば認められると

考える。ただし、かかる場合は本人に虚偽の外観に対する認識が

ある場合に比べて本人の帰責性が低く、代理の場面ではないので

１１０条を直接適用できないものの、権利外観法理の趣旨が妥当

することに鑑み、類推適用によって③の信頼の程度として善意無

過失を要すると考える。 

（イ） まず、①につき、真実はＡの所有物であるにもかかわらず甲土

地の名義がＢ名義になっているという虚偽の外観が認められる。 

 他方、②につき、契約①の売買契約書はＢによって偽造されて

いるため、Ａには虚偽の外観に対する認識がなく、Ｂに対して所

有権移転手続に必要な書類等を交付するという帰責性は認められ

る。しかし、Ａは不動産取引の経験がなかったため、いかなる書

類がいかなる手続に用いられるかを正確に把握していなかったと

いえる。また、Ｂはかつて不動産業に携わっていた友人であった



ことからすれば、ＡからすればＢは不動産の取引においては信頼

できる相手であった。さらに、令和２年４月２日にＢがＡに対し

てＡが元々Ｂに依頼していた抵当権の抹消登記手続に必要である

と偽って所有権移転登記手続に必要な書類等の交付を求めてお

り、元々抵当権の抹消手続が依頼されていたという経緯に鑑みれ

ば、Ｂの要求に不自然なところはないとＡが考えても無理はな

い。加えて、ＢがＡの知らない間に契約①の売買契約書を偽造し

ているため、Ａが、移転登記がなされることに気付かないのも無

理はない。そのうえ、ＡがＢに所有権移転手続に必要な書類等を

交付してから３日後の同月５日にＡからＢへの所有権移転登記手

続がなされ、その約２週間後の同月２０日に契約②が締結されて

いることからすれば、ＡがＢによる虚偽の外観作出に気付くため

には、あまりにも短い期間だったといえる。そうだとすれば、Ａ

の帰責性の程度は自ら外観の作出に積極的に関与した場合やこれ

を知りながらあえて放置した場合と同視し得るほど重いというこ

とはできない（②不充足） 

   （ウ） したがって、９４条２項、１１０条の類推適用は認められず、

ＣがＡから甲土地の所有権を取得したと言えない。 

３ 以上より、自己所有要件が認められないので、ＡはＣの請求を拒むことが

できる。 

以上 


